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ガソリン市場にゆがみも　元売りに価格抑制の補助金

政府が原油高対策でガソリンなど石油製品の元売り業者に補助金を出すと決めた。企業や家計の負担を抑えるためとはい

え、市場原理を軽視した措置は競争環境をゆがめる恐れがある。高騰のたびに補助金で抑え込むのか。他の商品も同様に

対応するのか。補助金のばらまきは、本来必要な産業構造の転換の足かせにもなりかねない。

補助制度について元売り大手の出光興産は「時宜を得たものと評価したい」とコメントした。原油価格の上昇や円安の進

展を「元売りで吸収するのは困難」という。

専門家からは疑問の声も出ている。石油流通に詳しい桃山学院大学の小嶌正稔教授は「元売りへの補助金ということにか

なり驚いた」と話す。本来、ガソリンスタンドなどへの卸価格は自由に設定できる競争価格だ。それが政府に賛同して卸

価格の引き下げを約束する元売りだけ補助金を受け取るようになる。

今回の措置は「かなりアクロバティック」と経済産業省幹部も認める。海外でも同様の補助はほとんどないとみられる。

今回、年末年始に間に合うよう急いだ結果、元売りに補助を出す異例のかたちになった。ガソリンのほか、灯油や軽油な

どどこまでが対象なのかも判然としない。「政治的に即時的な成果を求めたとの印象は拭えない」（伊藤リサーチ・アン

ド・アドバイザリーの伊藤敏憲氏）。燃料を使う側の企業や家計に実際に恩恵が及ぶのかも不透明な部分も残る。

ガソリンスタンドの競争は激しい。経産省は賛同する元売りがあれば他社も追随するとみる。全社が足並みをそろえる保

証はない。賛同する時期が前後するだけでも業者間で価格競争力に差が出る可能性がある。少なくとも現場で不要な混乱

が生じないよう配慮が欠かせない。

急場しのぎで一時的にお金をばらまくやり方が「賢い支出」にほど遠いのは間違いない。化石燃料からの脱却を進める気

候変動対策の大きな流れにもそぐわない。異例の補助金が公的な関与として妥当かどうか徹底した検証が求められる。
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米国､石油｢純輸入国｣に　生産停滞でアジアの需給逼迫
サウジ値上げでガソリン一段高も

米国が石油の「純輸入国」に再び転じる場面が目立っている。シェールオイルの生産停滞などで在庫が減り輸出余力が減退

したためだ。その余波はアジア市場にも及ぶ。米国産原油の流入減少で産油国間の販売競争が沈静化し、主要供給国である

サウジアラビアはアジア向け価格を大幅に引き上げた。日本にとってはガソリンなどの値上がり圧力が一段と強まりかねな

い状況だ。

2020年に石油の純輸出国に転じた米国。米エネルギー情報局（EIA）によると、11月第1週の石油輸出量も平均で日量924万

9000バレルと、輸入量（同796万6000バレル）を上回った。ただ、10月第4週まで11週連続で輸入が輸出を上回るなど、最

近は純輸入国に転じる局面が目立っている。

背景にあるのが米国内の原油生産の停滞だ。米石油サービス大手ベーカー・ヒューズによると、シェールオイルの開発動向

を示す掘削装置（リグ）の稼働数は11月12日時点で454基と、新型コロナウイルス禍前の19年末と比べて3割少ない。ハリ

ケーン被害でメキシコ湾岸の生産も一時的に減少した。

一方で米国では経済正常化が進み、原油需要の回復傾向が続いている。需給が引き締まった結果、WTI（ウエスト・テキサ

ス・インターミディエート）原油の受け渡し拠点であるオクラホマ州クッシングの在庫は11月上旬時点で約3年ぶりの低水

準まで減少。「米国は輸出余力が低下している」（日本総合研究所の松田健太郎・副主任研究員）状況だ。

あおりを受けているのがアジア市場だ。金融情報会社リフィニティブによると、アジア諸国が10月に輸入した米国産原油は

合計で362万トン（約2650万バレル）と前年同月から3割減少。20年6月以来の低水準に落ち込んだ。インドなどの新型コロ

ナ感染の減少で需要が上向いていることもあり、需給の逼迫感が強まる結果になった。

こうした状況だけに、アジアへの主要供給国であるサウジアラビアは強気の姿勢をみせる。国営サウジアラムコは代表油種

「アラビアンライト」の12月積みの公式販売価格を1バレル当たり1.4ドル引き上げ、ドバイ原油・オマーン原油の月間平均

価格に対してプラス2.70ドルに設定。上げ幅は1年5カ月ぶりの大きさだ。

アラムコの販売価格のベースになるドバイ原油やオマーン原油自体も1バレル80ドル台前半の高値で推移しており、アジア

の石油会社の調達コストの上昇圧力は強まっている。日本ではガソリンは7年ぶり、灯油は13年ぶりの高値圏に達してお

り、さらに上がりかねない状況だ。米国の生産停滞とアジアへの輸出減少は、日本の消費者にとっても頭の痛い問題となり

そうだ。（蛭田和也）
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原油価格の22年平均想定、1バレル79.40ドルに引き上げ＝ＩＥＡ月報

［ロンドン　１６日　ロイター］ - 国際エネルギー機関（ＩＥＡ）は１６日に発表した月報で、北海ブレ

ント原油の２０２２年の平均想定価格を１バレル＝７９．４０ドルに引き上げた。ただ、石油価格が先月

３年ぶりの高値を付けたことを受け産油量が世界的に増加し、石油価格の上昇が鈍化する可能性があると

の見方を示した。

２１年の平均価格は１バレル＝７１．５０ドルと想定。先月の月報での平均想定価格は２２年が７６．８

０ドル、２１年が７０．４０ドルだった。

ＩＥＡによると、月報で想定価格を公表することはまれだが、前例がないわけではなく、「われわれの見

通しを理解する上で有用とみられる場合には想定価格を公表している」とした。

ＩＥＡは「世界の石油市場はあらゆる面で逼迫しているが、供給が増えているため価格上昇は近く一服す

る可能性がある」と予想。米企業は投資規律を厳格に運用しようとしてるが、現在の価格水準は生産を増

やす強い動機となり、供給増の大半は米国からもたらされるとした。

米国の生産が新型コロナウイルスのパンデミック（大流行）前の水準に戻るのは来年末になるが、２２年

には石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）とロシアなどの非加盟産油国で構成する「ＯＰＥＣプラス」以外からの

供給増の６０％を占めるとした。

「堅調なガソリン消費と多くの国での国境再開に伴う海外旅行の増加により世界の石油需要は強まってい

る」と指摘。ただ、欧州での新型コロナ感染の拡大、産業活動の低下、原油価格の上昇が需要を減少させ

る可能性があるとした。

石油需要の伸びについては２１年で日量５５０万バレル、２２年で３４０万バレルとの見通しを維持し

た。
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